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2019 年 ENAA 十大ニュース 

 

2020 年１月 

 

1 東洋エンジニアリング株式会社 永松治夫社長の理事長就任 

2019 年 6 月末の理事会で、東洋エンジニアリング株式会社の永松治夫取締

役社長が互選により理事長に選出された。 

永松理事長は、当協会の重点事業として、① 新たな企画としての「技術交

流展事業」の実施、② エンジニアリング産業を支える「人材の育成事業」の

さらなる推進、③ 「社会課題解決にむけての調査・研究」の 3 点を挙げてい

る。 

 

２ ビジネスに不可欠な情報の提供(安全対策を含む) 

  エンジニアリング産業を取り巻く状況は、日々刻々変化しており、常に的確

な情報を収集・分析することは、賛助会員企業の経営にとって不可欠な要素と

なっている。 

  当協会では、こうしたニーズを踏まえ、2019 年も 70 回を超える講演会を

実施してきた。講演会のテーマは、SDGs をめぐる諸外国や主要企業の動き、

洋上風力発電や海洋プラスチック廃棄物問題などのエネルギー・環境問題、米

中貿易摩擦や中東における地政学的リスクなどの国際情勢、デジタル技術を

中心とした技術革新の動向、企業における労務・コンプライアンスのあり方な

ど、多岐にわたっている。更に、講師については、中央官庁の局長クラスや企

業の最高幹部、ベンチャービジネスの起業家を含め、普段なかなかお話を伺え

ない方にもご講演いただいており、賛助会員企業の皆様からは、「質･量ともに

充実した講演会」として、高い評価を頂いている、と自負している。 

  また、10 月 18 日には、｢エンジニアリングシンポジウム 2019｣を開催し、

主として ICT が日本社会に与える影響をテーマに、日本有数の講師をお招き

して講演を実施したほか、首都圏以外に拠点を持つ賛助会員企業に向けて、福

岡（2 月 21 日）及び大阪（6 月 5 日）において、エンジョイセミナーを実施

した。こうした活動を通じて、各地の主要経済団体（九州経済連合会、福岡商

工会議所、関西経済連合会、大阪商工会議所）との連携も図れてきている。 

他方、海外事業を展開する賛助会員企業にとって、自社や関連会社の社員の

安全確保は最大関心事の一つである。このため、当協会では、外務省や公安調

査庁などの関連省庁や専門のリスクマネジメントコンサルタントと連携して、

講演会や危機管理訓練を実施している。 
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3 関係省庁や関係政府機関との交流 

  経済産業省、外務省、国土交通省及び環境省などの関係省庁や NEDO、

JOGMEC、JETRO、JICA、JBIC などの政府関係機関に対し、エンジニアリ

ングビジネスの理解を促進し、必要な支援をお願いすることは、当協会の重要

な役割の一つである。他方、関係省庁や政府関係機関の側でも、政策を策定・

運用するにあたり、ビジネス側の「本音」を知ることは、極めて有用と考えて

いる。 

このため、関係省庁や政府関係機関の幹部の皆様との間で、賛助会員企業と

のビジネスや課題を知っていただくための意見交換会や現場見学会を実施し

た。こうした意見交換会の結果は、個別企業が抱える具体的な問題の解決につ

ながっているだけでなく、各省庁が作成する施策の内容にも反映されてきてい

る。 

 

4 外国政府関係機関との交流 

  海外でのビジネスを実施するにあたり、海外企業との連携を図ることは、非

常に重要になっている。他方、日本政府も、米国、中国、英国などの政府との

協議の中で、当協会に対する「第三国におけるインフラ協力、企業間パートナ

ーシップ」の要請が活発になっている。 

英国との間では、スコットランド国際開発庁（SDI）日本事務所を窓口とし

て、海洋資源開発や海洋再生可能エネルギー分野で、日英企業の具体的な協力

案件の発掘を目指している。更に、駐日英国大使館商務部とは別途協力関係の

構築を目指している。 

米国との間では、在日米国大使館が主催する「インフラ分野の米国企業を日

本企業に紹介するセミナー」を当協会で実施するなど、関係を深めている。更

に、米国政府機関要人が来日し、「インフラ分野における日米企業間パートナ

ーシップの推進」について、少数の日本企業との話し合いを持った際には、当

協会も招かれて参加した。 

このほか、香港貿易発展局日本代表部との間でも、協力関係構築のための話

し合いを行っている。 
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5 現場見学会の実施 

 賛助会員企業の関係者にとって関心のある施設であっても、自社の関連施設

以外の施設を見学することは難しい。また、最近賛助会員企業の間で関心を集

めている洋上風力発電施設を見学する場合、一社単独で船をチャーターするこ

とは困難である。他方、協会として現場見学会を企画すれば、賛助会員企業の

ネットワークを活用したり、地方自治体にお願いしたりすることも可能となる。 

  このため、当協会では、賛助会員企業のご要望を踏まえ、各委員会や部会ご

とに積極的に現場見学会を実施している。 

  2019 年は、白書部会関連で１回、技術部関連で 11 回、海洋開発室関連で 3

回、地下開発利用研究センター関連で 15 回、石油開発環境安全センター関連

で 3 回、合計 33 回の現場見学会を実施した。現場見学会の規模は、参加者が

数名規模から数十名規模のものまであり、また、日程も日帰りのものも 1 泊

のものもありバラバラであるが、参加者からは、いずれの見学会についてもご

満足をいただけている。また、現場見学会の参加者の間で親睦が深まる、とい

った副次的効果も散見されている。 

 

6 優秀な人材の確保と育成 

 エンジニアリング産業にとって最も重要な経営資源は「人材」であり、当協

会が毎年発表するエンジニアリング白書でも、2013 年以降 7 年間連続で「労

働力・人材の確保」が経営課題の第 1 位となっている。こうした状況を踏ま

え、当協会では優秀な人材の確保とその育成を重要課題と捉え、各種活動を実

施している。 

まず、優秀な人材の確保に関しては、3 月に就職活動中の大学生を対象とす

る「エンジニアリング業界セミナー」を東京と大阪で開催し、2 会場で 294 名

が出席した。参加企業 31 社へのアンケートによると、本セミナー経由で合計

51 名の内定者を得るという成果を挙げている。また、学年を問わず広くエン

ジニアリング産業の魅力を学生に知ってもらう目的で、10 月から 12 月にかけ

て「キャリア支援セミナー」を東京、京都及び福岡で開催し、合計 300 名を超

える学生が参加した。 

加えて、人材の育成に関しては、賛助会員企業の社員等を対象に、プロジェ

クトマネジメント（PM）を学ぶ各種の講座を実施しており、PM の基礎及び

応用を体系的に学ぶ講座（L1 講座及び L2 講座）のほか、的を絞った短期専

門コース（SP 講座）や各社のニーズに合わせてカスタマイズする出前講座を

実施した。その結果、海外の講座を合わせて、約 800 名の方が受講し、幾つか

の講座はキャンセル待ちになるほどの盛況であった。 
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特に注目される講座としては、約２年間の十全な準備期間を経て、2019 年

から新たに開講した「仮想プロジェクトで学ぶマネジメント実践力」コースが

ある。これは、中規模の海外プロジェクトを題材として、プロジェクトマネジ

ャーの役割を仮想体験できる実践力養成講座であり、参加者からは「実際のプ

ロジェクト遂行時に起こる様々なトラブルに対する対応を勉強できた」といっ

た評価を受けている。また、将来、賛助会員企業の中核となる人材（約 50 名）

を対象に「次世代人材育成プログラム」（年 4 回開催）を実施したが、その内

容は、経験豊富なプロジェクトマネジャーや経営者を講師とする座学やグルー

プワークに加え、現場見学も実施するものであり、参加者から高い評価を得て

いる。更に、賛助会員企業の海外法人及びその関連企業の駐在員、現地スタッ

フの育成を主たる目的として、海外 PM セミナーをジャカルタ、クアラルンプ

ール及びバンコクで実施した。現地の日本国大使館、ジェトロ事務所や日系企

業の商工会議所を含め、当協会の活動は高く評価され、現地紙にも報道されて

いる。 

 

7 スマート工場実現への取組み 

 製造業において ICT の活用が進む中で、従来のサプライチェーンや製造ラ

インを見直す動きが進んでいる。当協会の賛助会員企業は、石油・ガス関連の

プロセス産業におけるプラント建設や中央制御などに関するノウハウを有し

ており、これが自動車工場などの加工組立型工場に応用できる可能性が高い。

このため、賛助会員企業を中心に、非会員企業もオブザーバとして加え、自動

車工場を具体的な事例として、ICT を活用した次世代スマート工場の検討を

開始した。 

 この検討の成果をいかなる場所で活用するかについては、様々な可能性が考

えられるが、その一つのターゲットとして、製造業の高度化が著しく、かつ日

系企業が多く進出しているタイ国を想定している。具体的な検討に当たっては、

独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）から調査事業を受託し、現地での

調査などを実施している。 

検討を進めている関係者の中では、「次世代スマート工場の設計・建設」が、

エンジニアリング産業の活躍する新たなビジネス領域になるものとして、期待

が高まっている。 
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8 海洋開発事業の深化 

  

海洋資源開発に当たっては、人材育成が最重要課題の一つであることは論を

待たない。2018 年度から始めた「海洋石油・ガス開発施設の設計・建造・操

業」に関するセミナーについては、多くの参加者から「期待通り素晴らしかっ

た」「事前に期待した以上の内容であった」との高評価を頂いたため、2019 年

度も実施することとした。計８回のセミナーの座学に加え、地球深部探査船「ち

きゅう」の見学会も実施し、賛助会員企業や関係省庁等から 10 数名の参加者

を得た。 

また、海洋資源開発だけでなく、洋上風力発電事業に関しても、その拡大が

見込まれる中で、「専門人材」の不足解消が大きな課題となっている。このた

め、長崎海洋産業クラスター形成推進協議会と協力して、2020 年 10 月に長崎

大学で「洋上風力発電の人材育成研修セミナー」の開講に向けて、準備を進め

ている。 

官庁からの委託費、補助金の獲得にも注力している。まず、国土交通省から

の受託事業として、「洋上風力発電の作業員に係る訓練メニュー等検討 WG」の

運営や、国内情報の整理を行っているほか、「コンクリート製浮体式洋上風力

発電施設の設計・施工ガイドライン」の策定を受託している（地下開発利用研

究センター（GEC）との共同事業）。 

また、昨年に引き続き、同省から補助金を受け、GTW（Gas To Wire；海底

のガス田からのガスを使い船上で発電をして、陸上に送電する手法）の事業

性調査等を実施している。 

  加えて、文部科学省からは、引き続き「産業界からの意見集約のための北極

域技術研究フォーラム」事業を受注した。2019 年 10 月には、民間企業、研究

機関、大学などから多くの参加者を得て、北極域研究のための基幹・革新的技

術開発をテーマとしたフォーラムを開催し、活発な議論が行われた。 

 

9 設立３０周年を迎え、活動がさらに活発化する地下開発利用研究センター

（GEC） 

  地下開発利用研究センター（GEC）は 2019 年 9 月 1 日に設立 30 周年を迎

え、9 月 20 日に関係官庁、賛助会員、職員等約 170 名が出席して、記念祝賀

会を開催するとともに、広報誌「Engineering」の「地下開発利用研究センタ

ー設立 30 周年記念号」を作成し、30 年の活動を総括するとともに、将来への

展望も記載した。 
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  地熱関係では、2018 年度から NEDO より委託を受けている、IoT-AI を活

用した小規模地熱発電と熱利用施設の設備利用率を向上させる研究開発を通

じて、AI 技術活用を推進した。また、「地熱発電・熱水活用研究会」を年間 6

回開催し、講演会と交流会を行い、毎回 90 名以上の参加者を得て、我が国の

地熱開発の促進に貢献している。 

  また、国土交通省から委託を受け、海洋開発室と連携して、「コンクリート

製浮体式洋上風力発電施設の設計・施工ガイドライン」の策定を実施している。 

 

10 石油保安と環境保全 

石油開発環境安全センター（SEC）では、石油開発に係る保安と環境保全

に関する専門機関としての「地力」を養うことを目標に活動を続けている。 

具体的には、2018 年度に引き続き、経済産業省から委託を受け、海洋にお

ける石油・天然ガス開発に係る保安調査を実施するとともに、（公財）日本財

団から助成を受け、海洋石油・天然ガス開発に係る諸外国の環境影響評価書の

調査・分析を実施している。 

また、新潟県新発田市において廃止された石油坑井の封鎖事業について、同

市のアドバイザーとして技術支援を行い、2019 年は１件の封鎖を完了し、も

う１件についても引き続き工事中で 2020 年度内に封鎖を完了する予定であ

る。 

更に、石油・天然ガス開発における保安技術について蓄積された知見を、地

熱井掘削時の保安対策や二酸化炭素地下貯留等、他の技術分野へ適用する調査

研究を実施している。 

 

（番外） 100 号を超えた専務理事レター 

 

  前野 専務理事が就任して以降、毎月賛助会員企業にお送りしている専務

理事レターが 100 号を超えました。（第 1 号は 2011 年 8 月発信、第 100 号は

2019 年 11 月発信です）。賛助会員の皆様から、たまに「読んでいるよ」とお

っしゃっていただいております。また現在は、協会の WEB でも、読んでいた

だけるようにしております。 

  （https://www.enaa.or.jp/about/managing-letter） 

  この間、賛助会員数は 137 社から 242 社となり、協力会員数は 30 団体と

なりました。 

 

 


